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事業事前評価表 
 

独立行政法人国際協力機構ラオス事務所 

１．案件名 

国 名：ラオス人民民主共和国 

案件名：国家社会経済開発計画に基づく公共投資計画策定支援プロジェクト 

Project for Establishing Public Investment Plan under NSEDP 

２．事業の背景と必要性 

（1）当該国における公共投資事業の現状と全般的な課題 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）では、計画投資省（Ministry of Planning and 

Investment：MPI）が公共投資事業の運営監理全般に責任と権限を有する機関として位置づけ

られている。同省は国会で承認される公共投資事業の予算に対して審査を行い、各分野にお

ける事業の妥当性について検証するとともに、定期的なモニタリングと評価の実施とその結

果の国会報告も求められている。しかしながら、同省及びその出先機関にあたる県計画投資

局（Provincial Department for Planning and Investment：DPI）や郡の計画投資事務所（District 

Planning and Investment Office：DPIO）の事業管理能力が不足しているため、ラオスの国内予

算で実施される公共投資事業の全体が効果的に行われず、5カ年国家社会経済開発計画

（National Socio-Economic Development Plan：NSEDP）の目標達成に対する貢献度も不明確で

あり、計画と実施の間に大きな乖離が生じる等の問題が発生している。 

このような状況の下、ラオス政府主導の公共投資事業が適切に審査、モニタリング、評価

されることを目標に、MPIをカウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）としてJICAは2004

年11月～2007年10月まで技術協力プロジェクト｢公共投資プログラム運営監理能力向上プロ

ジェクト（Project for Capacity Building in PIP Management：PCAP）｣を実施した。PCAPでは、

ラオスの開発予算に合わせて事業審査ツールや財務・環境・社会分析等の運営監理手法をお

のおの開発し、それらをマニュアルやハンドブックにまとめた。また、C/P機関であるMPIと

DPIに対して能力開発モデルを策定し、それに基づいて同省及びモニター3県とモニター省庁

（農業省）を中心とした各組織への技術移転・普及を行った。 

PCAP終了後、①PCAPで開発した手法の更なる改善（予算編成・予算管理、セクタープロ

グラム、郡レベルで実施される公共投資事業の運営監理、政府開発援助（Official Development 

Assistance：ODA）カウンターパートファンド1の監理）、②①のツールの全国及び全省庁への

普及、③公共投資法策定の支援を行うため、技術協力プロジェクト｢公共投資プログラム運営

監 理 強 化 プ ロ ジ ェ ク ト （ Project for Enhancing Capacity of Public Investment Program 

Management：PCAP2）｣を2008年3月～2011年8月まで3年半の間実施した。PCAPから開発・改

良を加え、公共投資事業の運営監理手法を網羅したマニュアル改訂版を作成し、全国への普

及活動を実施、また公共投資法の発効（2009年12月）やその実施細則となる首相令の準備に

対する技術支援も行った。 

                                                 
1 ODA 案件に対してラオス政府側が部分的に国内開発予算で負担する費用を指す。PCAP2 ではラオス側事業責任者が同ファンドを適

切に予算要求するためのフォーマットやプロセスを整備した。 
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PCAP及びPCAP2は、公共投資事業の審査、モニタリング、評価の手法と書式の開発・改訂

と普及、研修を通してMPI並びにDPIの公共投資事業管理の能力向上に貢献した。2009年の公

共投資法の制定により公共投資事業の審査が義務づけられ、PCAP及びPCAP2で開発された手

法と書式が法律により国の制度として位置づけられた。事業審査の実施により公共投資事業

の選定の透明性と説明責任が高められるが、そのためにはより多くの省庁、県での手法や書

式の普及と研修を継続して行うことが必要である。さらに公共投資事業管理の改善を進める

ため、財務管理やNSEDPの上位目標に合致する中期的な計画枠組みのなかで公共投資事業運

営監理を行うための能力の強化が今後の課題となっている。 

ドナーが実施している借款、無償、技術協力案件等のODA案件は開発予算の約7割を占めて

おり、ラオスの開発への貢献度は非常に高い。ODA案件の情報管理に関して、MPIは「Aid 

Management Platform（AMP）」の構築を進めているが、その情報源はドナーのプロジェクトド

キュメントに基づいている。他方、ラオス政府側事業責任者がODA案件のカウンターパート

ファンドの予算申請を行う際、ODA案件そのものの情報を正確に把握していないため、ドナ

ー側が使用している案件名や活動内容と一致しない情報で申請することがある。そのため、

AMPにあるODA案件とのマッチングができず、その結果ドナー側と合意した内容に基づいた

カウンターパートファンドが手当てされない等、情報錯綜による問題が発生している。 

また、郡レベル公共投資事業の運営監理能力強化については、2011年3月に行われた第9回

人民革命党大会で推進している郡レベルの機能強化の取り組みにのっとっており、郡レベル

への予算管理も含めた権限の分散と能力強化が検討され、具体的な権限移譲の形態、予算管

理との関係、職員の業務遂行のための能力向上が今後の課題となる。 

 

（2）当該国における開発政策と本事業の位置づけ 

NSEDPにおいて、公共投資事業は、その目標達成のための重要な手段として位置づけられ

ている。また、公共投資法によると、MPIは公共投資事業の運営監理全般にわたる指導機関と

して、各省・県から提出される公共投資事業の予算要求に対して審査を行い、開発予算案と

して取りまとめて、国会に提出する役割を担っている。また、同省はすべての公共投資事業

に対する定期的なモニタリングと評価の実施と、その結果の国会報告も求められている。 

本事業は、これまでのMPIに対する公共投資事業の運営監理に関するJICA技術協力の成果を

踏まえて、NSEDPに合致する中期的公共投資計画策定の方法論やプロセス、及びそれを運営

監理する仕組みをつくり、それに係るMPI及びDPI、DPIOに対する体制整備と同組織職員の能

力向上を目的とするものであり、ラオスの開発政策や法律とも合致している。 

 

（3）ガバナンスセクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

本事業は、2006年度国別事業実施計画の重点課題「行政の質と能力の向上」に位置づけら

れる。他の重点分野の援助効果を最大限発現させるためにも、行財政能力強化や法整備等、

国家の基礎体力を形づくる制度面の強化が必要とされている。また、現在改訂作業中の国別

援助計画では、ガバナンスの支援は4つの重点分野（保健・人材育成・インフラ・農業）の援

助効果を発現させるために必要であると位置づけられる予定であり、日本の対ラオス援助政

策とも合致している。 
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（4）他の援助機関の対応 

貧困削減支援オペレーション（PRSO）シリーズ2（PRSO4-7）（2007～2011年）：世界銀行、

オーストラリア国際開発庁（AusAID）、欧州連合（EU）、日本 

1．「投資環境の改善を通じた持続的成長並びに天然資源管理・貿易の促進」、2．「公共財政

管理システムとサービス提供の向上を通じた社会的効果の向上」の2つを主要コンポーネント

と位置づけている。公共投資法及び関連法規整備がコンポーネント2を達成するための政策ア

クションとなっており、PCAP2での支援を通じて本アクション達成に貢献した。 

次期シリーズ（PRSO8-11）については現在計画が進められており、戦略的な予算配分と執

行のための公共財政管理に対して、本事業を通じた貢献が期待されている。 

 

３．事業概要 

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業では、ラオス計画投資省とその出先機関にあたるDPIやDPIOにおいて、中期公共投

資計画の策定支援、公共投資事業の効果発現のための仕組みづくり、ODA案件情報の運営管

理方法改善、郡レベルにおける公共投資事業の運営監理能力強化の仕組みづくりを行うこと

により、中期的な枠組みのなかで公共投資事業の運営監理能力強化を図る。それによって、

中央省庁及び各県・郡のセクター部局による、NSEDPの目標に合致する中期的な枠組みを踏

まえた適切な公共投資事業運営監理に寄与する。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

ラオス全土 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

MPI及びDPI、DPIOの関係行政官 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012年3月～2015年9月を予定（計43カ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

約3億円 

 

（6）相手国側実施機関 

計画投資省評価局（Department of Evaluation, MPI：MPI-DOE）、同省計画局（Department of 

Planning, MPI：MPI-DOP）、同省国際協力局（Department of International Cooperation, MPI：

MPI-DIC） 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側：専門家派遣85M/M（チーフアドバイザー25M/M、村落開発/貧困削減 17M/M、

予算／財務計画策定15M/M、事業評価10M/M、プログラム運営10M/M、業務調整8M/M）、

各専門分野に係るラオス人コンサルタント、第三国研修、PC等プロジェクト運営に必要な
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機材、プロジェクト車両 

2）ラオス側：C/P人員（プロジェクトディレクター1人、プロジェクトマネジャー1人、プロ

ジェクト副マネジャー2人、職員約20人）2、プロジェクト事務所、プロジェクト会議室、研

修室、研修費用の一部、その他 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類：Ｃ 

② 影響と緩和・軽減策：特になし 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

特になし 

 

（9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 

財務統計・財務政策アドバイザー（2010年7月～2012年7月） 

財務省財政政策局に対し、公共財政管理に係る課題の分析、及び財務統計の作成支援

を実施している。中期公共投資計画策定及び公共投資事業完了後の維持管理のあり方に

おいて、本アドバイザーとも連携のうえで財務省との協議を進めていく。 

2）他ドナー等の援助活動 

① 国連開発計画（United Nations Development Programme : UNDP）はMDGs達成に向け、第

7次NSEDPの各分野のモニタリングフレームワークを策定すべく、MPIに対して「Project 

for Monitoring and Evaluation of NSEDP」を開始した。本支援は公共投資事業と密接に関

連するため、本事業の中期公共投資計画策定プロセスにおいて連携が必要である。 

② また、財務省にて実施中の「公共財政管理能力強化プログラム（Public Financial 

Management Strengthening Program：PFMSP）」では、財務省主導で中期支出枠組み

（Mid-Term Expenditure Framework：MTEF）を策定する取り組みを続けている。本事業

で策定支援する中期公共投資計画の策定においては、中期的な開発予算シーリングの

見積もりを基に、県やセクターごとの予算配分見通しを立て、事業の優先順位づけ、

実施スケジュール、年度ごとの予算配分を検討する枠組みを策定する必要がある。中

期的な公共投資予算の概算を見積もるという点において、MTEFの動向を把握する必要

がある。また、同じく本事業で構築する公共投資事業の効果発現の仕組みのなかで、

公共投資事業完成後の維持管理費捻出を検討する場合、同プロジェクトとの連携が必

要となる。 

③ UNDPはMPI-DICに対してODA事業の情報システム構築を目的としたAMP支援を実施

している〔2．（1）参照〕。本事業で取り組むODA案件情報の運営管理は、AMPにラオ

ス政府側の情報を入れることによって情報管理の充実を図ることから、同システム支

援事業と連携していく必要がある。 

                                                 
2 本事業では 3 部局が C/P 機関として協働するため、副大臣をプロジェクトディレクターとして、3 局の局長・副局長で構成される『プ

ロジェクト運営委員会』と成果に応じた活動を推進するための分野別の委員会を設置し、3 局の職員が本事業に積極的に関与する。 
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４．協力の枠組み 

（1）協力概要 

1）上位目標 

中央省庁及び各県・郡のセクター部局により、NSEDPの目標に合致する中期的な枠組み

を踏まえた適切な公共投資事業の運営監理が実施される 

【指標】 

・ 中期公共投資計画（2016～2020年）が、ラオス政府の標準的な開発予算の策定及びモ

ニタリングツールとして、中央省庁、県、郡によって活用されている 

・ 中期的な公共投資財務管理がなされたことによって、開発予算の負債額が減少傾向に

ある 

・ 完了した公共投資事業が当初計画どおり運用・維持され、NSEDPの目標達成に貢献し

ている 

2）プロジェクト目標 

MPIとその出先機関にあたるDPIやDPIOにおいて、中期的な枠組みのなかで公共投資事業

の運営監理能力が強化される 

指標： 

・ 次期NSEDP（2016～2020年）にリンクした中期公共投資計画（2016～2020年）の策

定ガイドラインが、MPIより中央省庁、県、郡に対して公式に通達されている 

・ 完了事業の終了時評価が、完了事業のxx％以上実施されている（ベースライン調査

で数値決定） 

・ 事後評価が、完了事業のxx％以上実施されている（ベースライン調査で数値決定） 

・ ラオス側が申請するODA案件カウンターパートファンド申請書に記載しているODA

案件情報の精度が向上（案件の情報がプロジェクトの実態に沿っている）し、ドナ

ーと共有できている 

・ 郡レベルで運営監理3されている公共投資事業の数が増加する 

3）成果及び活動 

成果1：中期公共投資計画と財務管理ガイドライン4の枠組みが策定される 

指標： 

・ パイロット組織5において中期公共投資計画案（2011～2015年）が作成される 

・ 中期公共投資財務管理ガイドライン案（2016～2020年）が、MPIにより作成される 

・ 中期公共投資計画及び中期公共投資財務管理ガイドラインの策定方法とモニタリン

グ方法がマニュアル・ハンドブックに含まれている 

活動： 

財務省と協議しながら、パイロット組織にて中期公共投資計画案（2011～2015年）や

財務管理ガイドラインの作成と作成プロセスの開発。そのプロセスで他の組織（モニタ

                                                 
3 「運営監理」には計画策定、予算配分、実施、モニタリング評価も含まれる。 
4 「財務管理ガイドライン」は開発予算の中期的な予算配分と財務枠組みを示すものであり、MPI と各県の DPI が策定・アナウンス

するものである。各省庁や県の各セクターは、同ガイドラインの予算配分や財務指標に合わせて中期公共投資計画を策定すること

になる。 
5 パイロット組織（省庁及び県）については、プロジェクト開始後の調査結果を受けて選定予定。 

 



 

vi 

ー組織）にて同計画案の作成とそのプロセスの検証、作成手順のマニュアル化、次期中

期公共投資計画（2016～2020年）策定に向けた研修の実施と普及、各組織における計画

策定への支援など。 

 

成果2：完了した公共投資事業を適切に運用・維持管理するための仕組みが構築される 

指標： 

・ MPIと財務省との間で、完了した公共投資事業の事後評価や維持管理費用のあり方に

関する合意がなされている 

・ 公共投資事業の終了時評価と事後評価の方法やプロセスがマニュアル・ハンドブッ

クに含まれている 

・ 終了時評価と事後評価の方法論やツールが省庁、県、郡の関連機関に研修等を通じ

て普及している（ベースライン調査にて具体的な数値目標設定） 

・ MPIから、終了時評価及び事後評価を実施する旨、正式通達が出る 

・ 維持管理計画案を含んだ事業完了レポートを提出している公共投資事業が増加する

（ベースライン調査にて具体的な数値目標設定） 

活動： 

公共投資事業完了後の維持管理のあり方について財務省との協議、終了時評価や事後

評価の方法論やプロセスの策定、パイロット事業評価の実施と方法論やプロセスの検証、

マニュアル・ハンドブックへの反映、研修を通じた関係組織への普及、メタ評価の実施

など。 

 

成果3：ODA案件情報の運営管理方法が改善される 

指標： 

・ ドナーと政府側の双方が、カウンターパートファンド情報を含めたODA案件情報を

閲覧することができる 

・ ODA案件情報管理のガイドラインがマニュアル・ハンドブックに盛り込まれている 

・ ODA案件情報管理の方法論やツールが省庁、県、郡の関連機関に普及している（ベ

ースライン調査にて具体的な数値目標設定） 

活動： 

ODA案件と国内事業の事業申請フォーマットの共通項目を多くすることによって公共

投資計画全体のなかでの情報標準化を図り、それについて各開発パートナーと協議する。

ODA案件の情報管理プロセスの策定、案件情報システムの検証、方法論やプロセスをマ

ニュアル・ハンドブックに反映、ODA案件を実施している各機関に対する研修と普及、

ODA情報のパフォーマンスの測定など。 

 

成果4：郡レベル公共投資事業の運営監理方法と能力強化の仕組みが構築される 

指標： 

・ MPIによって、郡レベルが順守するべき公共投資事業の策定及び運営監理の役割に関

して通達が出されている 

・ 郡レベル公共投資事業の運営監理方法がマニュアル・ハンドブックに含まれている 
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・ 各県で5人以上のDPI職員が、DPIOや郡セクター部局を対象とした研修を実施できる

体制になっている 

活動： 

郡レベルの公共投資事業の策定と運営監理のあり方に関する協議、運営監理手順をパ

イロット組織とともに開発、方法論・プロセスを他の組織（モニター組織）にて検証し、

マニュアル化、DPIに対する講師養成研修の実施と郡への普及支援、郡レベル研修の研修

評価など。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・ プロジェクト目標と成果の関係（プロジェクトデザイン） 

本事業は、MPIをC/P機関として、財務省や開発パートナーと連携して、中期公共投資計

画の策定支援を行うとともに、公共投資事業の運営監理能力の更なる向上をめざすために、

同計画、及び改善を加えた公共投資事業運営監理プロセスや方法論に基づいて中央省庁、

県、郡の公共投資事業実施機関に対して普及徹底させていくものである。その目標達成の

ために、中期公共投資計画の策定（成果1）、完了した公共投資事業の効果発現の仕組み構

築（成果2）、ODA案件情報運営管理方法の改善（成果3）、郡レベル公共投資事業の運営監

理方法と能力強化の仕組み構築（成果4）を成果として設定している。成果1～4に対して、

必要に応じ前フェーズまでに整備されたマニュアルやハンドブックをMPI側と協議し変更

を加え、最終化するデザインとなっている。 

・ C/P機関であるMPIは、本事業の前フェーズまでに整備された、関連機関（省庁、県）

に対する公共投資事業運営監理研修を、自国予算で継続する取り組みを実施している。

このことから、本事業ではその機会を活用し、以下の要領で開発した方法論やプロセ

スの普及を図る。 

 本事業では、定例的な公共投資事業運営監理研修に関しては、技術支援は行うもの

の、財政的な支援は行わない。 

 パイロット組織やモニター組織を対象とした、本事業の成果達成のための開発や検

証を目的としている現地調査及び研修に関しては、本事業で費用負担する。 

 本事業は、成果達成のための開発・検証が終了し、各関連組織に対する普及を目的

とした研修を実施する際には、持続性確保のために費用負担についてMPIと十分に協

議を行う。 

・ 本事業に係る方法論やプロセスの策定は、それを実施・活用する機関とともに開発す

る。したがって、パイロット組織を選定し、そこで共同開発を実施する。また、パイ

ロット組織と共同開発した各モデルは、必ずしも全国・全省庁に適用できるものとは

限らないため、パイロット組織とは別の条件が揃っているモニター組織を選定し、そ

こで方法論やプロセスを検証する。その検証を経て、必要な部分を修正し、全国・全

省庁の適用基準を作成したうえで、マニュアルやハンドブックに反映していく。パイ

ロット組織及びモニター組織の選定は、本事業の開始時にベースライン調査として実

施する。 
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（2）その他インパクト 

ラオスは2020年までに低開発途上国から脱出するという国家目標を掲げており、次期

NSEDP（2016～2020年）が目標達成の最後の機会となる。本事業の上位目標としているラオ

ス政府による次期中期公共投資計画（2016～2020年）の策定・定着は、次期NSEDP（2016～

2020年）の目標達成ための重要な手段となる。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（1）事業実施のための前提 

なし 

 

（2）成果達成のための外部条件 

・ 政府による郡の行政上の位置づけを現状の「統合的な開発を行う単位」から変更せず、郡

レベルへの権限移譲に関する方針の発信が遅れない 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ ラオス政府が、開発予算の財務安定化に積極的に取り組む 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・ MPI及びDPI、DPIOが、引き続き公共投資事業の運営監理の責任部署であり続ける 

・ 中央省庁及び各県・郡のセクター部局がMPIの示すガイドラインに従う 

 

６．評価結果 

本事業は、ラオスの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計画

の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

・ 本事業は、その前身として実施された2つの技術協力プロジェクトPCAP及びPCAP2の成果を

活用し、MPIの公共投資事業の運営監理能力を更に向上させるという位置づけにある。前フェ

ーズまでに開発した方法論やツール、及びMPI大臣承認のマニュアルやハンドブックは、既に

ラオスの公共投資事業の運営監理の場面で適用されている。本事業ではそれらを引き続き採

用したうえで、必要に応じてMPI側と協議し変更を加える。 

研修についても、4．（1）4）のとおり、MPIは前フェーズまでに整備された、関連機関（省

庁、県）に対する公共投資事業運営監理研修を、自国予算で継続する方針であることから、

本事業ではその機会を活用し効率化を図る。また、これまで能力強化したMPIやDPIの職員を、

引き続き新開発した方法論やプロセスの普及研修講師として活用する。 

・ マラウイ「公共投資計画（Public Sector Investment Plan）能力向上プロジェクト」（プロジェク

ト期間：2009年7月～2011年6月）では、公共投資事業の取りまとめを担当している開発・協

力省の主導で、5カ年公共投資計画を策定している。また同省は、セクター各省庁が作成した

公共投資事業のプロポーザルを審査し、年度公共投資計画を策定したのちに財務省との協議
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を経て、年度公共投資予算を確定することになっている。これらのプロセスは本事業でこれ

から取り組む内容と類似しているため、その策定方法や財務省との協議プロセスは参考にな

る。 

 

８．今後の評価計画 

（1）今後の評価に用いる主な指標 

4．（1）のとおり。 

 

（2）今後の評価計画 

事業開始6カ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了6カ月前 終了時評価 

事業終了3年後 事後評価 

 




